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特　集

新時代を迎えた認知症のケアに向けて―ジェンダー観点からの検討―

ジェンダーと経済的脆弱性の視点からの
認知症治療選択とケア

江口　洋子 1），穴水　幸子2,3），佐野　潤子4）

　超高齢社会において，アルツハイマー病の抗アミロイドβ抗体薬であるレカネマブの薬

事承認は，認知症治療に新たな手法を加えることになった．本稿では，この新時代の認知

症ケアと治療選択について，精神科臨床経験と社会学的調査結果を統合し検討した．著者

の一人が勤める病院におけるレカネマブ投与希望者24名の検討では，最終的な実投与に

至った割合は男性20％，女性29％であり，投与を選択しない事例も認められた．特に女

性では，「夫はどうするのだろう」といった配偶者への配慮や，長期にわたる治療プロセス

に対する消極的な言動が観察された．これは，家庭内役割の意識が自身の治療選択を制約

している可能性が示唆される．このように認知症治療に対する意思決定において，性差や

社会的背景に根差した価値観の関与を無視することはできない．さらに本稿では高齢者を

対象として，高額医療のシナリオにおける意思決定の調査結果の一部を紹介した．日本で

は，高額療養費制度が活用できる可能性が高いが，「家計にゆとりがないと感じる」と回

答した層では，収入の多寡にかかわらず，積極的な治療を選択しない傾向があった．高額

療養費制度を適用してもなお残る自己負担額が，低所得の高齢者，特に収入が低い高齢女

性の治療アクセスに対して構造的な経済的・倫理的障壁となっている可能性が示唆され

た．この医療の公正性にかかわる問題は，『認知症基本法』の理念である当事者主体の生

活を実現する上で見過ごせない課題である．多職種連携による綿密な意思確認と救急体

制を備えた治療構造の構築は，女性をふくむ両性の当事者の主体性を尊重し，治療効果を

最大化するために不可欠である．今後は，性差に基づく環境や役割の違いに配慮した意思

確認の手法，および希望する治療が受けられるための経済的・社会的支援の充実が求め

られる．

索引用語	 レカネマブ，意思決定，ジェンダー，家庭内役割，経済的脆弱性
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は　じ　め　に

　2024年 10月時点で，日本の総人口に占める 65歳以上

の割合（高齢化率）は 29.3％となった11）．このような超高

齢社会における認知症対策は，最も重要な課題の 1つであ

る．2023年6月の『共生社会の実現を推進するための認知

症基本法』（以下，『認知症基本法』）成立，および同年 9月

の抗アミロイドβ抗体薬レカネマブの薬事承認は，この領

域におけるアルツハイマー病（Alzheimer’s disease：AD）

の治療戦略に大きな変革をもたらしたといえる．

　『認知症基本法』は，認知症の人が尊厳を保持しつつ希

望をもって暮らせるよう，当事者目線を尊重した理念を掲

げ，そのうえでの生活全体への支援を強調している9）．レ

カネマブ治療は，ADが発症する前段階での軽度認知障害

（mild cognitive impairment：MCI）時点で ADの病理に

介入し，予防や維持の視点が画期的である一方，厳格な施

設基準と多職種連携を要する複雑な投与プロセスが必須で

ある．さらに，高額な医療費に伴う自己負担額が，高額療

養費制度を適用しても家計にのしかかるため，患者の意思

決定や家族の意向に経済的要因が強く影響する可能性が指

摘されている1,17）．

　女性は男性よりも認知症の有病率が高く，さらに介護・

ケアの主要な担い手が女性に偏るというジェンダー・

ギャップの存在は，治療選択の議論において見過ごすこと

のできない論点である．本稿では，レカネマブの臨床導入

経験と，高額医療に対する意思決定に関する社会学的調査

の結果を統合し，新時代の認知症治療における治療選択時

の意思決定支援のあり方を，精神医学，社会学による多角

的な視点から，ジェンダーと経済的脆弱性という 2つの非

医学的要因に焦点を当てて検討した．

Ⅰ．アルツハイマー病治療の変革期における	
臨床倫理的課題

　レカネマブは，ADの病態生理に介入する初の抗アミロ

イドβ抗体薬として期待されるが，その特性は，従来の対

症療法とは異なる臨床倫理的課題を提起している．

1．	意思決定能力（DMC）の評価と動的な変動

　レカネマブ治療は，早期診断・早期介入が基本であり，

治療期間が長期にわたる．また，infusion reaction，アミロ

イド関連画像異常（amyloid‒related imaging abnormali-

ties：ARIA）などの副作用が生じるリスクを伴う．患者に

は治療のベネフィットとリスクを理解し判断できる能力が

必要であり，医療者には正確に理解できるように説明する

能力と長期的なコミットメントを継続する能力が求められ

る．

　著者の一人である穴水の所属する National Hospital 

Organization（NHO）栃木医療センターでのレカネマブ

導入においても，意思決定能力（decision‒making capaci-

ty：DMC）の評価は最も重要なプロセスとして位置づけ

ている．DMCは，疾患の進行や精神症状，意識状態によっ

て動的に変動する5）．特に，AD患者の意思決定は，認知機

能障害だけでなく，価値観や信念，社会的役割の意識，過

去の経験といった主観的要因によっても大きく影響を受け

ることが指摘されている10）．これらは，従来の DMCのア

セスメントでは捉えにくい要素である．臨床経験として，

治療を希望して来院したが，時間をかけて丁寧に説明する

プロセスのなかで「投与したくない」と意思を変えたり，

「家族に無理に連れてこられた」と訴えて投与の意思を撤

回した事例がある．こうした事例の存在は，DMCの評価

が単なる認知機能の閾値判断にとどまらず，治療プロセス

全体を通じて継続的に行われるべき動的なプロセスである

ことを示唆している．

2．	レカネマブによる治療と認知症ケアパスの再構築

　レカネマブの厳格な投与施設基準は，多職種連携による

認知症ケアパスの再構築を不可欠とする．穴水の所属する

NHO栃木医療センターのチーム医療体制では，精神科医

が DMCの最終評価と治療の主導権を担いつつ，複数人数

のレカネマブ投与資格要件を満たした医師の存在，患者の

急変時に対応できる体制の要件，認知症看護認定看護師お

よび公認心理師などの存在が必須である．多職種チームは

患者の治療に対する理解度や心理状態を日常的にアセスメ

ントし，主となる投与権をもつ精神科医にフィードバック

する役割を担う．この体制は，単にリスク管理を行うだけ

でなく，治療を受ける当事者の主体性の尊重と，治療への

参加を促すうえでも重要である．またケアパスは随時見直

しや点検が必要であり，1年間に 6回程度の多職種ミー

ティングを行う．
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Ⅱ．治療選択における非医学的要因	
―ジェンダーと経済的脆弱性の影響―

　レカネマブの臨床経験と社会学的調査から，治療選択に

おける非医学的要因，すなわちジェンダーと経済的要因の

構造的な影響が浮き彫りになった．

1．	臨床経験に基づく治療非選択とジェンダー・バイアス

　2024年 4月～2025年 4月に，NHO栃木医療センター

でレカネマブ投与を希望した 24名（男性 10名，女性 14

名）中，最終的に投与に至ったのは男性 2名（20％），女

性 4名（29％）であった．非投与の理由は，原則となる

Mini‒Mental State Examination（MMSE）の点数基準・

Clinical Dementia Rating（CDR）の基準の不適格，バイ

オロジカルマーカーである髄液中のアミロイドβの値ある

いはアミロイドポジトロン断層撮影（positron emission 

tomography：PET）においてアミロイド陰性，頭部の磁

気共鳴画像法（magnetic resonance imaging：MRI）所見

で除外となる血管原性脳浮腫，5個以上の脳微小出血，脳
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表　治療を希望して来院した者の最終的な非選択の理由（非医学的）

非選択の理由（その後の治療など） 性別 年代

「自分が治療をしているあいだ，身体の病気がある夫はどうするのだろうかと
心配になった」と評価入院中に考えた（外来で内服薬処方，通院継続）

女性 80歳代前半

熟考後に「自分はレカネマブ投与をうけたくない」「無理に親戚につれてこら
れたんだ」と拒絶の意思表明をした（通院も拒否）

男性 80歳代前半

年齢を考えて，自分には不要な治療と考えた 男性 80歳代後半

「妻とよく考えた．最先端の治療より，施設で静かに過ごしたい」と時間をか
けて結論を出した（外来で貼付薬処方，通院継続）

男性 80歳代後半

図 1　高齢者の貧困率（66歳以上）の国際比較（男女別）
（文献 12より）

注1：OECD（2021）, Pensions at a Glance 2021 を基に作成．日本については，2018年のデータ．
注2：貧困率の定義は，所得が全人口の家計所得の中央値の半分を下回る人の割合．
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●国際的にみると，高齢者（66歳以上）の貧困率は，女性のほうが男性よりも高い水準にある．
●日本の高齢者（66歳以上）の貧困率は，男性が16.4%で女性が22.8%となっており，いずれもOECD平均
　を上回るが，国際的な傾向と同様に女性のほうが高い水準にある．
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表ヘモジデリン沈着症または1 cmを超える脳出血の存在，

さらに心電図，血液検査をすべて行った結果「投与できな

いと判断する」医学的除外要因に加え，非医学的な理由も

複数認められた．表に示す通り，非医学的な理由として，

「夫は自分が治療のために家にいない間にどうするのだろ

う」という配偶者への配慮から生じる積極的な治療の非選

択があり，ここにはジェンダー・バイアスが意思決定に影

響を与えている可能性がある．

　本研究で観察された，患者が配偶者の生活を優先し，レ

カネマブ投与に消極的な態度を示す傾向は，高齢者の治療

に対する意思決定に関する海外における質的研究のメタ研

究の報告4）とも類似していた．この報告では，高齢の患者

は自分を介護するために家族の時間が割かれることを意識

して，過度な負担をかけることを望まないという心理的葛

藤が生じ，ストレス，不安，罪悪感を抱いていたとされて

いる．このように高齢者は自身の健康維持よりも家族への

負担回避を優先する傾向がある．また，特に女性において

は，長年担ってきたケアの担い手としてのジェンダー役

割2,13）や，経済的脆弱性3,18）が，高額かつ通院負担の大きい

新薬の選択において心理的・社会的な障壁となっている可

能性が示唆される．本研究の症例数は限定的ではあるもの

の，女性患者が自身の治療より家族を優先したのは，自己

決定権の行使が，社会的・文化的役割意識によって制限さ

れるという，自律性のパラドックスの 1例と解釈できる．

したがって，治療選択の自由を真に確保するためには，

DMC評価の際に，潜在的なジェンダー・バイアスやケア

役割が本人の真の希望を覆い隠していないかを，医療者が

慎重に確認する必要がある．

　一方で，自験例の男性患者において観察された「熟考後

に，非投与の意思を表明した」ことや，「施設で静かに過ご

したい」と時間をかけて結論を出したことは，ケア役割に

強く縛られないジェンダー背景をもつ男性が，自身の人生

のあり方について，家族の役割から独立した形で「自己決

定」の意思を形成していくプロセスとして捉えられた．
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図 2　老後の収入の男女間格差の国際比較（65歳以上年金受給者）
（文献 12より）

収入の男女間格差の指数．男性を100とした場合には，日本の女性は52.6となる．

注1：OECD（2021），Towards Improved Retirement Savings Outcomes for Women を基に作成．
注2：日本とノルウェーは2013年，オーストラリアは2014年，その他の国は2015年以降の国際的な家計調査（LIS等）のデータを利用．
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●老後に受け取るさまざまな公的年金・私的年金を合算した金額について，男性を100とした場合の女性の水準
 を国際比較したもの．複数の国際的な家計調査のデータを基にOECDが独自に算出．
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2．	高額医療に対する社会学的な経済的脆弱性の分析

　経済的要因は，医療アクセスにおける公正性（equity）

の問題として捉えることができる．認知症治療薬の開始に

関する調査や，レカネマブ投与に関する大規模調査では，

収入が低いほど治療開始や投与実施の割合が低いという報

告がある3,18）．

　日本における高齢者の経済的・社会的脆弱性は国際的に

高い水準にあり，特に高齢女性の老後の収入は男性の約半

数（52.6％）であるという国際比較データがある（図 1，

図 2）12）．レカネマブ治療は高額療養費制度の対象となる

が，所得に応じた自己負担額は月額数万円に及び，長期に

わたる治療期間を考慮すると，年金収入が主な高齢者に

とって無視できない経済的障壁となる．

　日本の高齢夫婦においては，家庭内の性別役割意識が根

強く，夫が一家の生活費を稼ぎ，日常の家計は妻が中心と

なって管理・運営を行っている場合が多い．しかし，自家

用車のような高価な物を購入する場合は夫の裁量が大きい

夫婦が多いことがわかる（図 3）8）．社会学においては，家

計管理における女性の役割と，収入・資産の獲得における

男女の分業構造との関係性が，夫婦間における役割の非対

称性を示す重要な分析対象となっている．女性が家計管理

を担うことは，意思決定の主体としての権限をもつという

よりも，性別役割分業の慣習に基づいて「当然の役割」と

して期待されている側面が強い．実態としては，収入や資

産の面では夫が優位に立ち，家事労働の多くは妻が担って

いる7,14～16）．このような分業型のジェンダー格差は，表面

的な役割分担にとどまらず，夫婦間の力関係や意思決定の

構造に深くかかわっている．治療の意思決定は本人が行う

ものであるが，前述の高齢夫婦のように，高額医療に対す

る意思決定は，家庭内役割の影響が推測されるものの，社

会学においては知られていない．

　そこで，著者らは，配偶者が存命の 65歳以上の男性 500

名，女性 483名を対象に，抗アミロイドβ抗体薬による治

療の意思決定に及ぼす家計のゆとりの影響，家庭内役割意

識に関する調査を実施した．調査では，抗アミロイドβ抗

体薬による治療に関するシナリオを設定し，自分ならその

治療を受けるかどうか・配偶者にその治療を受けてほしい

か，を回答させた．より実臨床に近く没入感をもって回答

できるように，回答者の医療保険負担割合により，治療に

支払う金額を変えて設定した．その結果，収入の多寡にか

かわらず，家計のゆとりの感覚が，自分の治療選択の意思

決定に影響を与えることが示唆された（図 4）．とりわけ

「家計にゆとりがなく，多少心配である」という層から，治

療を受けないという消極的な治療選択が増加する傾向が示

された．

　一方で，配偶者の治療に関しては，「家計にゆとりがな

く，多少心配である」という層であっても，治療を受けて

ほしいという希望が増えたが，性別に関係なく，その傾向

は同様であった（図 5）．

　この社会学的な知見は，高額療養費制度を適用してもな

お残る，自己負担による家計のゆとりのなさが，治療アク

セスに対する経済的障壁として機能しているという，医療

の公正性を脅かす構造的実態を示すものと考えられる．

　『認知症基本法』の理念を実現するためには，レカネマ

ブを含む革新的な治療薬に対し，経済状況に左右されない

ユニバーサル・アクセスを保障するための，公的支援の拡
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図3　妻の年齢別にみた妻と夫の間での主たる意思決定者の分布
（文献 8より）

70歳以上 10.8 48.7 40.5
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29歳以下
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71.5
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充が喫緊の課題であろう．われわれの本調査の結果が示唆

するように，治療の意思決定が，個人の希望だけでなく，

世帯全体の経済構造によって規定されるという事実を医療

者は再認識する必要がある．特に注目すべきは，治療に対

する個人の希望と，現実の経済的制約との間に存在する深

刻な葛藤である．例えば，配偶者に対しては，家計にゆと

りがない状況であっても治療を受けてほしいという希望

が，男女問わずにみられた．この葛藤は，治療の意思決定

において，本人の希望が必ずしも経済状況と一致しないと

いう複雑な実態を示している．治療に対する意思決定の場

面では，本人はもとより，配偶者や家族の葛藤にも医療者

が気付き，寄り添うことで，本人の真の意思にもとづく治

療が提供できる可能性が高まる6）．

お　わ　り　に

　ADの抗アミロイドβ抗体薬であるレカネマブは，治療

の可能性を広げた一方で，治療選択における新たな倫理

的・社会的課題を伴うことを述べた．

　本検討は，レカネマブの臨床経験と高額医療に対する意

識調査を通じて，治療選択が，ジェンダーに基づく家庭内

での役割意識，および経済的脆弱性といった非医学的要因

によって影響を受けている可能性が高いことを明らかにし

た．特に経済的・社会的に脆弱な高齢者，そして配偶者や

家族への配慮から治療に消極的になりがちな高齢女性に対

する，構造的な支援と，ジェンダーに配慮した医療者によ

る意思決定支援が急務である．

　今後は，性差に基づく環境や役割が異なる点にも配慮し

た，DMC評価と意思決定支援の標準化をさらに検討する

必要がある．また，希望する治療が経済状況に左右される

ことなく受けられるよう，公的支援と医療の公正性を確保

する政策提言が，精神科医を含む医療専門職に求められて

いる．多職種連携による質の高い治療構造と包括的なケア

の提供が，レカネマブ治療の真のベネフィットを当事者に

届けるための鍵となる．

　レカネマブ投与に関して，NHO栃木医療センターにお
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図 4　家庭のゆとりの感覚と治療に対する意思決定（自分の治療）
高齢者男女に対して，「認知症に対して自分が治療を受けたいか」と尋ねた場合の回答数．
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いては，各投与者および主介護者に看護師同席のうえ，レ

カネマブ投与資格要件を満たした医師より説明と告知を行

い，個人情報への配慮を行ったうえでの学術的発表につい

ての書面での同意を得た．同意書面は病院で保存をしてい

る．本稿に含まれる社会学的調査は，慶應義塾大学経済学

部附属経済研究所研究倫理委員会にて承認（受付番号

25001R）を受け実施された．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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図 5　家庭のゆとりの感覚と治療に対する意思決定（配偶者の治療）
高齢者男女に対して（図 4と同じ対象者），「認知症に対して配偶者に治療を受けてほしいか」と尋ねた場合の回答数．
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Gender, Family Roles, and Economic Vulnerability in
Lecanemab Treatment Decision‒Making and Care

Yoko EGUCHI1）, Sachiko ANAMIZU2,3）, Junko SANO4）

1） Center for the Promotion of Interdisciplinary Research in Medicine and Life Science, Keio University 

School of Medicine and Graduate School of Medicine

2）Department of Neuropsychiatry, Keio University School of Medicine

3）Department of Psychiatry, National Hospital Organization Tochigi Medical Center

4） Tokyo Kasei Gakuin University, Faculty of Contemporary Human Life Science, Department of Mod-

ern Home Economics

　　The regulatory approval of lecanemab, an anti‒amyloid β antibody drug for Alzheimer’s 

disease, has introduced a new therapeutic approach for dementia treatment in Japan’s ultra‒
aged society. This study integrates psychiatric clinical experience and sociological survey data 

to examine therapeutic choices and care dynamics in this new era of dementia treatment.

　　A review of 24 individuals who expressed interest in lecanemab administration at the 

authors’ affiliated hospital revealed actual treatment rates of 20％ for men and 28％ for wom-

en. Several patients ultimately opted not to proceed with the treatment. Women frequently 

expressed consideration for their spouses―remarking, for instance,“What would my husband 

do?”―and exhibited more passive attitudes toward long‒term treatment. These findings sug-

gest that women’s awareness of traditional family roles may constrain their treatment choices. 

Consequently, the involvement of gender differences and social values should be considered in 

dementia treatment decision‒making.

　　We also present partial findings from a national survey of older adults regarding medical 

decision‒making in high‒cost treatment scenarios. Although Japan’s cost‒capping system

（Kogaku Ryoyohi Seido）is highly effective, respondents who reported feeling“less finan-
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cially comfortable”were more likely to adopt a less active treatment approach, irrespective of 

their actual income level. This indicates that remaining out‒of‒pocket expenses, despite the 

cost‒capping benefit, constitute a structural economic and ethical barrier to treatment access, 

particularly for low‒income older adults and, most acutely, older women with limited income.

　　Thus, addressing healthcare equity is a critical challenge to realizing the principle of per-

son‒centered living, which is the cornerstone of Japan’s Basic Act on Dementia. To respect 

patient autonomy and maximize therapeutic effectiveness, it is essential to develop a treatment 

structure that ensures detailed informed consent processes conducted through multi‒profes-

sional collaboration and robust emergency medical systems. Future efforts should focus on 

informed consent practices that account for consider gender‒based social and environmental 

differences and enhanced economic and social support to ensure equitable access to advanced 

dementia therapies.
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Keywords lecanemab, decision–making, gender, family roles, economic vulnerability


